
     予算額（収益的支出と資本的支出の合計額）

前年度当初比　　△１０３億７８百万円

（主な増減要因）収益的支出  ・減価償却費　   　△３億１４百万円（対象資産の減）　

 　               　        ・特別損失　  　 △１１億７３百万円（丹生ダム負担金）　

　　　　　　　　資本的支出　・改良費　　   　△５３億８３百万円（改良費の減）

      　                    ・企業債償還金 　△２８億１９百万円（満期償還額の減）

上段 平成３０当初

中段 平成２９当初

下段 平成２９最終

 ４２５億７６百万円 営業収益（給水収益等） 百万円

 ４３９億５６百万円  ・有収水量 508百万㎥（前年当初と同水量）

 ４４２億５６百万円 営業外収益（長期前受金戻入等） 百万円

 ３８６億９６百万円

 ４０１億９７百万円

 ３８９億３７百万円

 １１９億９１百万円

 １５０億７８百万円

 １１１億２４百万円

 ３２４億３０百万円

 ４１３億０７百万円

 ３８５億０８百万円

＊資本的収支の差額については、内部留保資金等で補てんします。

   ２１億８８百万円

   １９億２０百万円 ※消費税及び地方消費税を除いた収益的収支の差額

   ４０億５１百万円

※ 単 年 度 損 益

資
本
的
収
支

建設企業債
国庫補助金等

9,300
 2,006

百万円
百万円

水 道 用 水 供 給 事 業 資 本 的 収 入

建設改良費
企業債償還金

22,261
10,169

百万円
百万円

水 道 用 水 供 給 事 業 資 本 的 支 出

事  業  名 事 業 費 主　　な　　内　　容

収
益
的
収
支

水 道 用 水 供 給 事 業 収 益

2,538

営業費用（減価償却費、動力費、薬品費、修繕費等）
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　35,746百万円
営業外費用（企業債利息等）　　　　　　2,735百万円

水 道 用 水 供 給 事 業 費 用

40,026

大阪広域水道企業団　平成３０年度当初予算案の概要

水道事業会計
（水道用水供給事業）

平成３０年度当初予算額 ７１１億２６百万円

平成２９年度当初予算額 ８１５億０４百万円

平成２９年度最終予算額 ７７４億４５百万円

前年度比
８７．３％

（３０年度当初／２９年度当初）

計数調整中 
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　平 成 ３ ０ 年 度 主 要 事 業 の 概 要　　

上段 平成３０当初
中段 平成２９当初
下段 平成２９最終

Ⅰ.　安定供給

１．改良更新事業の推進 205億79百万円
259億62百万円
225億43百万円

(1) 震災対策 107億77百万円

① 災害に対する安全性の強化

・系統連絡送水管の整備
〔庭窪～万博〕

・バイパス送水管の整備
〔藤井寺ポンプ場～泉北浄水池〕

② 既設構造物の耐震化

ア）浄水池の耐震化

・千里浄水池更新工事(新２号池）
・泉北浄水池更新及びポンプ棟築造工事

イ）水管橋の耐震化

・水管橋耐震補強工事
〔見出川水管橋・熊取町〕【新】
〔山中川水管橋・阪南市〕【新】

(2) 安定化対策

　市町村水道との連携強化

・送水管布設工事〔千里幹線バイパス管〕
・受水分岐の２系統化〔寝屋川市〕
・あんしん給水栓改良工事〔5ヶ所　4市〕

(3) 老朽化対策

・村野浄水場　階層系オゾン設備更新
・枚岡ポンプ場　ポンプ設備改良工事
・万博公園浄水施設　粒状活性炭吸着池
改修工事　【新】

注）【新】は平成３０年度新規事業

〔 水 道 事 業 会 計 （ 水 道 用 水 供 給 事 業 ） 〕

事  業  名 事　業　費 主 な 事 業 内 容 の 説 明

　施設の耐震化や老朽施設の更新、供給系統の二重化など
府内受水市町村への安定供給を維持するとともに、災害に
強い水道施設の整備を進めるため、浄水・送水施設等の改
良更新事業を着実に推進する。

42億74百万円

　安定かつ効率的な施設運用が行えるよう、老朽化施
設の改良更新を実施する。

　震災時においても最低限の社会経済活動を維持でき
る信頼性の高い水道システムを整備する。

35億52百万円

  安定的な水処理業務等を行えるよう、施設整備を
実施する。
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上段 平成３０当初
中段 平成２９当初
下段 平成２９最終

Ⅱ．安全・安心で良質な水

１．水処理課題への対応    1億11百万円 (1) 新たな水処理課題への対応  1億11百万円
  35億94百万円

  35億32百万円

・Ｗ系更新に係る施設設置ほか検討委託

・庭窪浄水場　後ろ過棟築造工事
・庭窪浄水場　後ろ過施設設備工事

２．水質管理の共同化の推進    2億09百万円 (1) 市町村水質共同検査  61百万円

   2億44百万円

   2億44百万円

(2) 河南水質管理ステーションの運営  1億48百万円

３．おいしい水のＰＲ 9百万円 (1) 市町村との共同ＰＲ（利き水会の開催） 6百万円
9百万円
9百万円

(2) 出かける浄水場の実施 3百万円

　 

Ⅲ．持続可能な事業運営

１．広域的な事業運営    5億74百万円 (1) 広域化の調査検討 30百万円
  10億20百万円
   9億79百万円
（※　再掲分含む）

(2) 水道事業の統合に係る検討 31百万円

(3) 事務の共同処理

・災害用備蓄水の共同製作 8百万円
（8団体 約6.4万本）

・河南水質管理ステーション  1億48百万円
の運営（再掲）

  村野浄水場全体の将来の施設配置等を検討する。

　水質管理センターにおいて、企業団構成市町村水道
（四條畷水道事業を含む）における水質検査を共同処理
する。

新たに企業団と統合協議を行う団体との水道事業の統
合に係る検討やブロック単位での広域化調査を行う。

　平成31年４月からの7団体（泉南市、阪南市、豊能
町、能勢町、忠岡町、田尻町及び岬町）との統合に向け
た検討を進める。

　職員が府内小学校に出向き「安全でおいしい水づく
り」について学習の機会を提供する。

市町村でのイベント等において、水道水（高度浄水処
理水）と市販飲料水の利き水を行うことにより、企業団
や受水市町村の取組みをＰＲする。

河南地域（富田林市、河内長野市、松原市、柏原市、
羽曳野市、藤井寺市、大阪狭山市、河南町、太子町及び
千早赤阪村）における水質管理業務を共同処理する。

　既存の高度浄水処理に「後ろ過」を追加することで、
より効率的・安定的な浄水処理を行う。

事  業  名 事　業　費 主 な 事 業 内 容 の 説 明
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上段 平成３０当初

中段 平成２９当初

下段 平成２９最終

Ⅲ．持続可能な事業運営　（続き）

１．広域的な事業運営 (4) 市町村との連携拡大  　3億57百万円
（続き）

・藤井寺市道明寺浄水場更新工事
・羽曳野市送水管布設工事
・千里浄水池更新工事等(新２号池)【３市共同ポンプ施設】

２．スリムな組織 　　1億51百万円 (1)更なる業務の効率化及び組織のスリム化 　 1億51百万円
　　1億44百万円
　　1億44百万円 アウトソーシングによる組織のスリム化

・庭窪浄水場ほか　運転管理委託
・総務業務センター運営委託

Ⅳ．環境保全

１．廃棄物の有効活用の推進     2億19百万円 (1) 浄水発生土の有効活用の推進  　1億66百万円
及び適正処理     1億44百万円

    1億34百万円 ・村野浄水場排水処理関連施設運転管理業務
・浄水発生土有効利用等業務

(2) ＰＣＢ廃棄物の適正処理の推進  　53百万円

２．環境に優しい水道事業体 3百万円 (1) 環境学習の実施 3百万円
を目指す取組み 3百万円

3百万円 ・出かける浄水場の実施（再掲）
（※　再掲分）

Ⅴ．国際貢献

5百万円 (1) タイ王国首都圏水道公社（ＭＷＡ）との技術交流の
シップ協定に基づく技術 4百万円 取組み 5百万円
交流 4百万円

1. タイＭＷＡパートナー

事  業  名 事　業　費 主 な 事 業 内 容 の 説 明
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平成３０年度の主要事業（水道用水供給事業） 

＜府内全域＞ 
送水施設 

◇あんしん水道ライン上の
水管橋耐震補強

市町村連携 

◇あんしん給水栓改良
◇受水分岐の２系統化

千里浄水池 

◇浄水池更新
◇共同ポンプ施設設置

村野浄水場 

◇階層系オゾン設備更新
◇階層系GAC監視制御設備改良
◇塩素混和池耐震補強
◇W系更新検討委託

磯島取水場 

◇原水水質連続監視設備更新
◇排水設備整備

送水施設 

◇系統連絡送水管整備
庭窪～万博 φ1,200 約6km

送水施設 

◇バイパス送水管整備
千里幹線 φ800～1,350 約 7km

あんしん水道ライン 

送水施設 

◇河南連絡管整備
泉北ルート φ700～800 約 7km
河南ルート φ200～800 約10km 
柏原ルート φ300～600 約 7km 

送水施設 

◇阪南・岬送水管整備
φ300～400 約5km

浄水施設 

取水施設・加圧施設 

広域浄水池 

導水管、連絡管、送水管 

※ 市町村水道事業の個別受託

送水施設 

◇バイパス送水管整備
藤井寺～泉北 φ1,200～2,400 約21km

羽曳野市水道事業※ 

◇送水管整備 φ150 約 1km

三島浄水場 

庭窪浄水場 

村野浄水場 

（新設） 
松原ポンプ場 

泉北浄水池 

枚岡ポンプ場 

藤井寺ポンプ場 

万博浄水施設 

泉北浄水池 

◇浄水池更新

藤井寺市水道事業※ 

◇道明寺浄水場更新

枚岡ポンプ場 

◇ポンプ設備改良

庭窪浄水場 

◇薬品注入設備改良
◇監視制御設備改良
◇後ろ過施設整備

郡家ポンプ場 

◇浄水池耐震補強

万博公園浄水施設 

◇非常用発電施設設置
◇粒状活性炭吸着池改修
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 予算額（収益的支出と資本的支出の合計額）

前年度当初比　　５９百万円

（主な増減要因）収益的支出  ・動力費 △１０百万円（電気料金単価変動による減）

・減価償却費 △２４百万円（対象資産の減）

資本的支出　・改良費 １億０９百万円（改良費の増）

上段 平成３０当初

中段 平成２９当初

下段 平成２９最終

 〔　〕内は有収水量

１７億６６百万円 営業収益 四條畷 1,168百万円 〔577万㎥〕

１７億７２百万円 （給水収益等） 太子 251百万円 〔130万㎥〕

１７億７２百万円 千早赤阪 127百万円 〔 58万㎥〕

１７億０９百万円 営業費用 四條畷 1,182百万円

１７億５４百万円 （減価償却費、動力費、 太子 258百万円

１７億５８百万円 薬品費、修繕費等） 千早赤阪 157百万円

建設企業債 国庫補助金等

４億２８百万円 四條畷 153百万円 四條畷 70百万円

３億６２百万円 千早赤阪45百万円 太子 26百万円

２億４６百万円 出資金 千早赤阪 47百万円

千早赤阪61百万円

８億８１百万円 建設改良費 四條畷 318百万円

７億７７百万円 太子 137百万円

７億８５百万円 千早赤阪 197百万円

＊資本的収支の差額については、内部留保資金等で補てんします。

　４９百万円

　６百万円 ※消費税及び地方消費税を除いた収益的収支の差額

１百万円

※ 単 年 度 損 益

事  業  名 事 業 費

資
本
的
収
支

水 道 事 業 収 益

水 道 事 業 費 用

水 道 事 業 資 本 的 収 入

水 道 事 業 資 本 的 支 出

主　な　内　容

収
益
的
収
支

前年度比

大阪広域水道企業団　平成３０年度当初予算案の概要

水 道 事 業 会 計
（市町村域水道事業）
【 ３ 事 業 連 結 】

平成３０年度当初予算額 ２５億９０百万円

平成２９年度当初予算額 ２５億３１百万円

平成２９年度最終予算額 ２５億４３百万円

１０２．３％
（３０年度当初／２９年度当初）

計数調整中 
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市町村域水道事業予算内訳

上段 平成３０当初
中段 平成２９当初
下段 平成２９最終

１７億６６百万円 １３億１３百万円 ２億７７百万円 １億７６百万円
１７億７２百万円 １３億１５百万円 ２億７９百万円 １億７８百万円
１７億７２百万円 １３億１５百万円 ２億７９百万円 １億７８百万円

１７億０９百万円 １２億６５百万円 ２億７３百万円 １億７２百万円
１７億５４百万円 １３億０８百万円 ２億７３百万円 １億７４百万円
１７億５８百万円 １３億０９百万円 ２億７７百万円 １億７４百万円

４億２８百万円 　２億３２百万円 ２７百万円 １億６８百万円
３億６２百万円 　１億２８百万円 １億２７百万円 １億０７百万円
２億４６百万円 　９５百万円 　　３３百万円 １億１７百万円

８億８１百万円 　４億９６百万円 １億６２百万円 ２億２４百万円
７億７７百万円 　３億９９百万円 ２億１８百万円 １億６０百万円
７億８５百万円 　３億９９百万円 　２億０１百万円 １億８６百万円

＊端数処理の関係で数値が合わないことがあります。

　４９百万円 ４７百万円 　　２百万円 ０百万円
　６百万円 ２百万円 　　４百万円 ０百万円
１百万円 １百万円 　　０百万円 ０百万円

※消費税及び地方消費税を除いた収益的収支の差額

※ 単 年 度 損 益

事  業  名 四條畷水道事業

収
益
的
収
支

水 道 事 業 収 益

水 道 事 業 費 用

資
本
的
収
支

水道事業資本的収入

水道事業資本的支出

太子水道事業 千早赤阪水道事業
市町村域水道事業
【３事業連結】
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　平 成 ３ ０ 年 度 主 要 事 業 の 概 要　

上段 平成３０当初
中段 平成２９当初
下段 平成２９最終

　持続可能な事業運営創設認可事業

四條畷水道事業 2億52百万円 （1）施設の整備 1億21百万円
1億53百万円
1億53百万円 中野ポンプ場の機能を四條畷ポンプ場内に移転させる

ことにより、施設の適切配置を図る。
・送配水管布設工事

（2）管路の更新・耐震化 80百万円

老朽管路の更新を行う。
・市道美田町２号線 配水管布設替工事　【新】
・清滝分水路 配水管布設替工事実施設計委託　【新】

太子水道事業 1億10百万円 （1）設備の更新 1億10百万円
1億34百万円
1億16百万円 老朽化している設備の更新を図る。

・聖和台配水池ポンプ等更新工事

千早赤阪水道事業 1億52百万円 （1）ループ管の整備 1億49百万円
92百万円
92百万円 広域化に伴う、村内ループの形成及び老朽化している

設備の更新を図る。
・小吹台低区配水池第３機場ポンプ設置等工事
・監視制御設備更新工事
・送水管布設工事

注）【新】は平成３０年度新規事業

〔 水 道 事 業 会 計 （ 市 町 村 域 水 道 事 業 ） 〕

事  業  名 事　業　費 主 な 事 業 内 容 の 説 明

　水道事業統合に係る整備計画を基本とし、施設の重要
度・老朽化の状況を踏まえ効率的に施設を整備する。
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　　　予算額（収益的支出と資本的支出の合計額）

前年度当初比　　２億７８百万円

（主な増減要因）収益的支出　・修繕費 △ １億９７百万円（補修工事の減）

・減価償却費 △ ５６百万円（対象資産の減）

資本的支出　・増補改良費 ２６億４７百万円（中期整備事業計画に基づく事業費の増）

・投資有価証券 △２０億００百万円（投資有価証券の減）

上段 平成３０当初

中段 平成２９当初
下段 平成２９最終

 ８５億７７百万円

 ８５億１３百万円

 ８３億９５百万円

 ７０億５４百万円

 ７４億４２百万円

 ７２億３６百万円

　１億１８百万円

　１億５９百万円

　１億９７百万円

 ７０億４４百万円

 ６３億７８百万円

 ５１億５１百万円

＊資本的収支の差額については、内部留保資金等で補てんします。

　１１億１７百万円

　８億３３百万円 ※消費税及び地方消費税を除いた収益的収支の差額

 １１億４２百万円

大阪広域水道企業団　平成３０年度当初予算案の概要

工 業 用 水 道 事 業 会 計

平成３０年度当初予算額 １４０億９８百万円

平成２９年度当初予算額 １３８億２０百万円

平成２９年度最終予算額 １２３億８７百万円

１０２．０％
（３０年度当初／２９年度当初）

前年度比

工業用水道事業資本的支出

※ 単 年 度 損 益

資
本
的
収
支

工事負担金  117百万円工業用水道事業資本的収入

建設改良費  5,967百万円
企業債償還金  1,077百万円

事  業  名 事 業 費 主　　な　　内　　容

収
益
的
収
支

工 業 用 水 道 事 業 収 益

営業収益（工業用水給水料金等）　　 　7,546百万円
・基本使用水量454,000㎥/日､使用水量257,100㎥/日､超過水量8,900㎥/日

営業外収益（長期前受金戻入等）　 　　940百万円
特別利益（減量廃止負担金） 91百万円

工 業 用 水 道 事 業 費 用
営業費用（減価償却費、動力費、薬品費、修繕費等）

6,461百万円
営業外費用（企業債利息等）　　　　　 　 523百万円

計数調整中 
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　平 成 ３ ０ 年 度 主 要 事 業 の 概 要　　　

上段 平成３０当初
中段 平成２９当初
下段 平成２９最終

Ⅰ.安定供給

１．改良更新事業の推進   59億67百万円
  33億20百万円
  20億93百万円

(1) 震災対策  14億00百万円

①災害に対する安全性の強化

・バイパス配水管の整備
〔臨海の丘～浜寺公園・堺市〕　【新】
〔浜寺公園～高石・堺市、高石市〕　【新】

②既存構造物の耐震化

・水管橋下部耐震補強工事
〔東別府水管橋・摂津市〕

・水管橋上部耐震補強工事
〔東別府水管橋・摂津市〕

(2) 安定化対策 16億84百万円

・配水管布設工事
〔豊中正雀連絡管・吹田市〕
〔大庭三島連絡管・守口市、摂津市〕　【新】

(3) 老朽化対策   21億61百万円

・大庭浄水場　調整池及び配水ポンプ棟更新工事　【新】
・配水管布設替工事

〔八尾本管分岐・八尾市、東大阪市〕　【新】
〔豊中幹線・吹田市〕

Ⅲ.持続可能な事業運営

１．スリムな組織 89百万円 (1) 更なる業務の効率化及び組織のスリム化 89百万円
87百万円
87百万円 アウトソーシングによる組織のスリム化

・庭窪浄水場ほか　運転管理委託
・総務業務センター運営委託

注）【新】は平成３０年度新規事業

〔 工 業 用 水 道 事 業 会 計 〕

事  業  名 事　業　費 主 な 事 業 内 容 の 説 明

　工業用水の安定供給を通じて、産業基盤施設としての役割を
果たして行くため、特に優先して整備すべき施設から効率的に
整備する。
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Ｐ 

東除ポンプ場 

Ｐ 
Ｐ 

Ｐ 

平成３０年度の主要事業（工業用水道事業） 

配水管路整備（府内各所） 

◇老朽管更新

・豊中幹線（吹田市）

・正雀幹線（摂津市）

・布施北分岐（東大阪市）

・八尾本管分岐（八尾市）

・２次工水Ⅱ期管（堺市）

取水施設・浄水施設 

加圧施設 

連絡管、配水管 

H30年度 主要箇所

配水管路整備 

◇配水管路のループ・バイパス化

・豊中・正雀連絡管（吹田市）

・守口北守口東連絡管（寝屋川市）

配水管路整備 

◇バイパス配水管

・臨海の丘～高石

大庭～三島連絡管整備 

◇大庭三島連絡管

配水管布設工事 

配水管路整備 

◇バイパス配水管

・新家～大泉緑地

実施設計委託 

大庭浄水場 

三島浄水場 

八尾ポンプ場 

枚岡加圧ポンプ場 

泉大津ポンプ場 

東除ポンプ場 

Ｐ 

一津屋取水場 

既設構造物の耐震化（府内各所） 

◇水管橋の耐震補強工事

・摂津市 １橋

・門真市 １橋

・羽曳野市１橋

大庭浄水場 

◇大庭浄水場

・調整池及び配水ポンプ施設更新

工事

・非常用発電施設基本設計委託 
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災害時に対する安全性の強化（水道用水供給事業）

～庭窪～万博系統連絡管整備工事～ 

１ 工事概要

施設整備マスタープランの推進 

水道用水供給事業では、府内全域において主要な系統を「あんし

ん水道ライン」と定め、順次、施設更新・耐震化を推進しています。 

現在、「あんしん水道ライン」における事故・災害時のバックア

ップ能力を強化するため、バイパス送水管・系統連絡送水管の整備

を進めています。  

庭窪浄水場～万博系統連絡管の概要 

本工事は、バイパス送水管・系統連絡送水管の整備の一環として、

送水施設の耐震性向上とともに、庭窪浄水場の給水可能区域の拡大

と効率的な水運用を図るため、庭窪浄水場～吹田立坑の約６．３km

に口径φ1,200 ㎜の水道管を平成 2７～3１年度にかけて整備し

ます。 

また、国交付金制度を活用した「大容量送水管」として、非常時

に備えた貯水機能を有しており、災害時には応急給水拠点として活

用します。 

なお、本事業の管路は、幹線道路（大阪中央環状線等）に布設

を行い、また、鉄道（JR・阪急）及び淀川を横断する必要がある

ことから、開削工法が不可能なため、非開削工法であるシールド工

事で行います。 

２ 事業費及び事業期間

予算（案） 

事 業 費  平成 30 年度 5,286,370 千円（総事業費 9,804,766 千円） 

事業期間  平成 27 年度～平成 31 年度 

 （単位：千円） 

平成 2７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成 3０年度 平成 3１年度 

事 業 費 23,489 719,035 1,773,349 5,286,370 2,002,523 

施工箇所 

（庭窪～万博系統連絡管） 

あんしん水道ライン 

位置図 シールド工事イメージ図

シールドマシン（イメージ）

主要系統図 

（あんしん水道ライン） 

吹田立坑 

摂津立坑 

庭窪立坑 庭窪浄水場 

万博公園浄水施設 

北路線L≒3.8km 

南路線 L≒2.5km 

延
長
Ｌ
≒

6.
3
km

 

既設管 

淀川 

安威川 

摂津立坑 

摂津立坑 

シールド工

シールドマシン

淀川 新幹線 

庭窪立坑

Ｐ2 安定供給（改良更新事業の推進） 
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広域化の調査検討について（水道用水供給事業） 

～今後の水道事業広域化に向けての検討～ 

１ 事業概要

（１）泉南市・阪南市・豊能町・能勢町・忠岡町・田尻町・岬町との水道事業の統合に係る検討委託

（平成 29年度 0円、平成 30年度 30,137 千円）

平成 31 年４月の企業団と泉南市・阪南市・豊能町・能勢町・忠岡町・田尻町・岬町（以下「７団体」

という）との水道事業の統合に向けて、統合後 10 年間（H31～40 年度）における整備内容の検討、

事業認可申請書（創設認可）等の作成に係る資料の作成を２か年（H29～H30 年度）で行います。 

（２）水道事業の広域化に関する調査委託

（平成 30年度 30,000 千円、平成 31年度 80,112 千円）

広域化の推進に向けて、以下の調査・検討業務を委託します。 

① 企業団と統合の意向を示した団体との検討協議に必要となる「施設整備計画」や「経営計画」

等の計画の策定（平成 30 年度 ０円、平成 31 年度 50,112 千円）

② 広域化の要望のあるブロックを対象とした、水質管理、水運用管理、施設運転管理等の業務

の共同化（平成 30 年度 30,000 千円、平成 31 年度 30,000 千円）

２ スケジュール（予定）

事業 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度 

(1)統合に係る検
討委託

※１

(2)①計画策定業
務委託

(2) ②ブロックで
の業務の共同
化等検討委託

 

※１ ７団体との統合に係る検討委託

※２ 勉強会終了後に企業団との統合の意向を示した団体との統合に係る検討委託

３ 事業費

予算（案） 

事 業 費  平成 30 年度 60,137 千円  平成 31 年度 80,112 千円（債務負担行為限度額） 

統合検討協

議に関する

勉強会 

企業団と統合 

企業団と統合 

※２

Ｐ3 持続可能な事業運営（広域的な事業運営） 

16



効率的・段階的な施設更新（市町村域水道事業）

～中野ポンプ場の水道用水供給事業ポンプ場内への機能移転～ 

１ 工事概要

効率的な施設更新の推進 

市町村域水道事業（四條畷水道事業、太子水道事業及び千早

赤阪水道事業）の施設更新は、施設の最適配置を考慮し、国交

付金制度を最大限活用することにより事業費の低減を図り、効

率的に進めています。 

中野ポンプ場の機能移転の概要 

本工事は、水道用水供給事業の用地の活用により、中野ポン

プ場の機能を四條畷ポンプ場内へ移転するものです。 

これにより送配水運用の安定化及び事故時等におけるバッ

クアップ機能の向上や残存水圧の活用による動力費の縮減を

図ります。 

平成 29 年度から着手しており、平成 32 年度中に運用を開

始する予定です。 

２ 事業費及び事業期間

予算（案） 

事 業 費 平成 30 年度 120,580 千円（総事業費 525,610 千円） 

事業期間 平成 29 年度～平成 32 年度 

 （単位：千円） 

平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

事 業 費 30,000 120,580 207,090 167,940 

国
道

号
線

大阪外環状線

浄
水
池

国
道

号
線

大阪外環状線

浄
水
池

国
道

号
線

大阪外環状線

浄
水
池

４拡(φ1200) 

163 

国道 170号線（大阪外環状線） 

浄
水
池

 

国
道 
号
線

163 

四條畷ポンプ場内 

 
ポンプ３台設置 

四條畷ポンプ場内の配置図 四條畷水道事業の送配水計画の系統図 

Ｐ 

Ｐ 

Ｐ 電
気
棟

ポ
ン
プ
棟

砂分岐 

四條畷分岐 

水道用水供給事業 
送水管 

市町村域水道事業 

 
四條畷市 

 
太子町 

 
千早赤阪村 

Ｐ9 創設認可事業（四條畷水道事業） 
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＜工事概要＞ 

・調整池築造工事

RC 造 5000㎥×3池＝15000㎥

（長さ 56m、幅 18ｍ、水深 5ｍ）

・配水ポンプ棟築造工事

RC造 地下 1階、地上 2階

  延床面積 3126.84㎡ 

・南西側沈澱池（Ｓ１系）撤去工事

・場内配管布設工事

効率的・段階的な施設更新（工業用水道事業） 
～大庭浄水場調整池及びポンプ棟更新工事～ 

１ 工事概要

施設整備マスタープランの推進 

 工業用水道事業では、本格的な施設更新の時代を迎える中、計画水量を見直して、将来の水需要に対応した施設

規模へダウンサイジングすることに加え、アセットマネジメントの実践による施設の長寿命化を図りつつ、効率的

な施設更新・整備を実施しています。 

大庭浄水場調整池及びポンプ棟更新工事の概要 

基幹浄水場である大庭浄水場は、平成２3～3６年度を計画期間として、老朽化した施設の更新にあわせて耐震

化を図っています。 

調整池及び配水ポンプ棟更新工事は、現在稼働中の南西側沈澱池（Ｓ１系）を停止・撤去した後に築造するもの

で、平成 33 年度末の完成を目指して進めていきます。 

工事着手する平成 30 年度は、施工エリアに埋設されている配水管の布設替工事及びＳ１系沈澱池の撤去工事を

実施する予定です。 

２ 事業費及び事業期間

予算（案） 

事 業 費  平成 30 年度 858,000 千円（総事業費 7,574,000 千円） 

事業期間  平成 30 年度～平成 33 年度 

（単位：千円） 

平成３０年度 平成３１年度 平成 3２年度 平成 3３年度 

事 業 費 858,000 2,770,000 2,287,000 1,659,000 

位 置 図 

大庭浄水場施設更新後のイメージ 

大庭浄水場平面図 

施工箇所 

(大庭浄水場内） 

調整池 

及びポンプ棟 

施工箇所 

Ｐ１２ 安定供給（改良更新事業の推進） 
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【影響額】 平成 29年度 2.1千万円／年 

 

 

 

 

 

 

平成 29年度給与改定の概要 

 

【改定内容】 

〔月例給〕 給料表改定（平均改定率 0.05％） 

   

実施時期：平成 29年 4月 1日 

（大阪府人事委員会勧告どおり） 

 

 

〔特別給〕 勤勉手当 0.1月引上げ 

 

 実施時期：平成 29年 4月 1日 

（大阪府人事委員会勧告どおり） 
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